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研究成果の概要（和文）：本研究では、地域在住の自立高齢者を対象に、SESごとの身体活動、座位行動の関連
要因を明らかにし、プログラム開発に必要な情報を得ることを目的とした。そのために、従来の量的研究に加え
て質的研究を組み合わせた混合研究法を用いて詳細な検討を行った。
その結果、低SESの高齢者の方が身体活動量は少なく座位時間は長いことが示唆された。身体活動および座位行
動の関連要因においては、SESによって異なっていたことから、特性に応じた介入策の提供が求められる。

研究成果の概要（英文）：This study aimed to identify the factors associated with physical activity 
and sedentary behaviour among each socioeconomic status (SES), and we conducted a mixed-method 
study.
Our findings suggested that older adults with low SES were more likely to be physically inactive and
 prolonged sitting compared with high SES older adults. Furthermore, their associated factors differ
 by SES.

研究分野： 公衆衛生学、運動疫学、健康科学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
高齢者のなかでも社会経済的地位（Socio-Economic Status: SES）が低い者は多くの健康問題を有していること
が指摘されている。このような状況にある高齢者は社会的・健康的弱者とされている。本研究で明らかとなった
各SESの関連要因に対してアプローチすることで、SESの違いによって生じる身体活動や座位行動の格差を是正す
る可能性が考えられる。今後の研究によって、身体活動・座位行動の格差を是正する介入プログラムを開発し、
地域全体に普及・実践していくことが求められる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 

 
１．研究開始当初の背景 
 高齢者のなかでも社会経済的地位（Socio-Economic Status: SES）が低い者は多くの健康問題
を有していることが指摘されている。このような状況にある高齢者は社会的・健康的弱者とされ、
今後の健康づくりの最も重要な対象者であり、関連する健康行動を改善する取り組みが強く求
められている。先行研究では、SES により身体活動の関連要因が異なる可能性が指摘されてい
るが、その詳細についてはいまだ十分には検討されていない。一方、座位行動については中高年
者についての研究は多いものの、高齢者を対象とした研究は少ない。身体活動促進による健康づ
くりを実施する上では、対象者層の特性に応じたプログラムの開発が重要であり、関連要因につ
いての詳細な検討が必要である。 
 
２．研究の目的 
 そこで本研究では、地域在住の自立高齢者を対象に、SES 層ごとの身体活動、座位行動の特
性（関連要因）を明らかにし、プログラム開発に必要な情報を得ることを目的とした。そのため
に、従来の量的研究に加えて質的研究を組み合わせた混合研究法を用いて詳細な検討を行った。 
 
３．研究の方法 
 上述の目的を達成するため、研究 1 として、東京都府中市と埼玉県和光市の 65 歳以上の高齢
者を対象に郵送調査（量的データ）を実施し、身体活動量と座位時間の関連要因を社会経済的地
位別に検討した。 
研究 2 ではインタビュー調査、研究 3 では研究 1 の対象者に対して追跡調査を実施する計画

であったが、新型コロナウイルス感染症拡大により、ベースライン調査の研究対象地域であった
和光市と府中市でこれらの調査を実施することができなかった。そこで、代替案として、山梨県
都留市の高齢者を対象とした郵送調査およびインタビュー調査を実施し、新型コロナウイルス
感染症拡大による身体活動への影響とその関連要因を SES ごとに検討した。 
 
研究 1 
1）対象者 
研究 1 の調査対象者として、埼玉県和光市と東京都府中市に居住する 65～84 歳の高齢者のう

ち、要介護 3 以上の認定を受けていない者から 6,361 名を無作為抽出した。 
2）調査方法 
府中市では 2019 年 9 月、和光氏では 2019 年 11 月に郵送法による自記式質問紙調査を行った。

調査項目は、基本属性、身体活動、座位行動、社会経済的地位、生活習慣、生活状況、健康状態、
社会的要因とした。身体活動量は国際標準化身体活動質問票を用いて評価し、身体活動ガイドラ
インの推奨値にならい、中高強度身体活動が 1 週間あたり 150 分未満を「身体活動不足」と判定
した。座位時間については、平日と休日のテレビ視聴に伴う座位時間を調査し、先行研究にて死
亡リスクが高まるとされる 1 日あたり 3 時間以上のテレビ視聴時間を過多と判定した。すなわ
ち、平日と休日のテレビ視聴時間の平均値が 3 時間／週以上だった者を座位時間過多とした。社
会経済的地位については、暮らし向きと教育年収から評価し、暮らし向きをやや苦労している、
非常に苦労していると回答した者かつ教育年数が 13 年未満の者を低 SES、暮らし向きをゆとり
がある、ややゆとりがあると回答した者かつ教育年数が 13 年以上の者を高 SES と判定した。 
3）統計解析 
 身体活動不足と座位時間過多の者の割合における SES 間の差を検討するために、カイ二乗検
定を実施した。身体活動不足および座位時間過多の関連要因を検討するため、修正ポアソン回帰
分析（ロバスト分散を用いたポアソン回帰分析）を SES 別に実施し、Prevalence ratio と 95％信
頼区間（CI）を算出した。目的変数は身体活動不足または座位時間過多、説明変数は、生活状況
（婚姻状況、居住形態、就労状況）、健康状態（主観的健康感、精神的健康、生活機能）、健康行
動（飲酒、喫煙、食生活）、社会的要因（社会的孤立、ソーシャルキャピタル）、調整変数を性、
年齢、居住地域とした。 
 欠測値については、多重代入法によるデータの補完を行った。50 組のデータセットから統計
量を算出し、Rubin の方法に基づいて 1 つの要約推定量とその標準誤差を求めた。 
 
研究 2 
1）対象者 
郵送調査（量的研究）では、山梨県都留市の要介護認定を受けていない全ての自立高齢者 7,080

名を対象とした。2019 年調査と 2022 年調査に回答した者を解析対象者とした。 
インタビュー調査（質的研究）では、郵送調査に回答した者から 15 名を抽出して調査を実施

した。 
2）調査方法 
郵送調査は、2019 年 1 月にベースライン調査、2022 年 1 月に追跡調査を実施した。身体活動

量は国際標準化身体活動質問票（IPAQ）を用いて評価し、週あたりのメッツ・時（METs-h/week）



を算出した。また、週あたりの中高強度身体活動時間を算出し、150 分未満／週を身体活動不足
とした。身体活動の関連要因として、2022 年時点の基本属性、社会経済的地位、生活習慣、生活
状況、健康状態、社会的要因、環境要因を評価した。 
インタビュー調査は、半構造化インタビューを 2022 年 1 月から 3 月に実施した。インタビュ

ーでは、新型コロナウイルス感染症の感染拡大前と現在の身体活動の状況を聴取し、感染拡大前
後の変化に影響した要因について質問した。調査時の音声をボイスレコーダーによって記録し、
記録担当者による記録と音声録音を基に作成した発言録を作成した。 
3）統計解析 
 身体活動量の変化および身体活動不足者の割合の変化を SES ごとに検討するために、対応の
ある t 検定およびカイ二乗検定を実施した。身体活動変化の関連要因を検討するため、共分散分
析を用い、SES 別に実施した。目的変数は総身体活動量（メッツ・時／週）、説明変数は生活状
況（婚姻状況、居住形態、就労状況）、健康状態（主観的健康感、精神的健康、生活機能）、健康
行動（飲酒、喫煙、食生活）、社会的要因（社会的孤立、ソーシャルキャピタル、ソーシャルサ
ポート）、環境要因、調整変数を性、年齢とした。 
欠測値については、多重代入法によるデータの補完を行った。50 組のデータセットから統計

量を算出し、Rubin の方法に基づいて 1 つの要約推定量とその標準誤差を求めた。 
質的分析として、発言録に基づき、発言の意図や内容についての分析・解釈を行った。量的研

究と質的研究の統合においては、量的分析で関連がみられた要因について、各要因がどのように
身体活動に作用したかについて検討した。 
 
４．研究成果 
研究 1 
調査の結果、4,244 名から回答を得た。対象者のうち 16.6％が高 SES 群、15.1％が低 SES 群に

分類された。身体活動不足者の割合は、高 SES 群では 39.2％、低 SES 群では 51.9％であり、高
SES 群の方が 12.7 ポイント低かった。座位時間過多の者の割合が高 SES 群では 19.3％、低 SES
群では 39.5％であり、高 SES 群の方が 20.2 ポイント低かった。 
身体活動不足に関連する要因において、高 SES 群では主観的健康感が不良な者（PR: 1.41; 95% 

CI: 1.12, 1.77）では身体活動不足の PR が高く、精神的健康度が高い者（PR: 0.99; 95% CI: 0.98, 
0.99）、就労していない者（PR: 0.81; 95% CI: 0.66, 0.99）では身体活動不足の PR が低かった。一
方、低 SES 群では生活機能が高い者ほど身体活動不足の PR が低かった（PR: 0.95; 95% CI: 0.93, 
0.98）。統計学的有意水準には至らなかったものの、主観的健康感が不良な者（PR: 1.20; 95% CI: 
1.00, 1.45）、社会的孤立している者（PR: 1.21; 95% CI: 0.99, 1.49）、就労している者（PR: 1.23; 95% 
CI: 0.98, 1.54）では身体活動不足の PR が高く、精神的健康度が高い者では身体活動不足の PR が
低い傾向が示された（PR: 0.99; 95% CI: 0.99, 1.00）。 
座位時間過多に関連する要因において、高 SES 群では有意な関連を示す要因はなかったのに

対し、低 SES 群では社会的信頼感が低い者（PR: 1.23; 95% CI: 1.04, 1.45）や就労していない者
（PR: 1.45; 95% CI: 1.09, 1.92）では座位時間過多の割合が高かった。 
 
研究 2 
調査の結果、5,228 名から回答を得た。対象者のうち 8.9％が高 SES 群、18.8％が低 SES 群に

分類された。 
2019 年から 2022 年において、対象者全体のメッツ・時が 10.8 METs-h/week から 11.9 METs-

h/week に増加し、身体活動不足者の割合は、53.4％から 50.5％に低下した。また、2019 年時点で
は身体活動不足でなかったが 2022 年に身体活動不足になった者の割合は 18.3％だったのに対し、
2019 年では身体活動不足であったが 2022 年に身体活動不足が解消された者の割合は 21.2％であ
り、集団全体での身体活動不足者の増加はみられなかった。 
身体活動量は高 SES 群では 0.5 METs-h/week、低 SES 群では 2.4 METs-h/week 増加していた。

2019 年から 2022 年の身体活動量の変化に関連した要因を SES 別に検討した。その結果、異なる
要因が関連していることが示唆された。高 SES 群では配偶者がいない者、社会的孤立度が高い
者、近隣に坂道が少ない場所に居住している者ほど低下しやすいことが示された。一方、低 SES
群では、フレイル得点が高い者、就労していない者、社会的孤立度が高い者、身体活動実施のサ
ポートを受けていない者では低下しやすいことが示された。 
インタビュー調査の結果、身体活動量減少の要因として、「健康教室の中止、活動場所の利用

禁止」や「外出・交流機会の減少」が抽出されたが、「近所が山に囲まれているため感染リスク
を気にせず散歩できる」、「感染拡大前から継続している仕事や運動習慣がある」、「家族、友人、
近隣住民と定期的に運動する機会がある」などにより身体活動量が維持・増加する傾向がみられ、
量的分析の結果を支持することが示唆された。 
 
結論 
 本研究により、低SESの高齢者の方が身体活動量は少なく座位時間は長いことが示唆された。
また、コロナ禍における身体活動量は、全体としてわずかに増加しており、新型コロナウイルス
感染症の感染拡大により身体活動量が減少するという傾向はみられなかった。しかし、高 SES 群
では低 SES 群よりも増加量が大きく、身体活動における格差の拡大が懸念される。 



 身体活動の関連要因においては、SES に関係なく健康状態が良好な者ほど身体活動不足者が
少ない傾向がみられた。しかし、社会的孤立をしている者ほど身体活動不足者が多い傾向は低
SES 層でのみみられ、就労に関しては異なる方向の関連性がみられた。すなわち、低 SES 層で
は就労者ほど身体活動不足者が少なかったのに対し、高 SES 層では就労していない者ほど身体
活動不足者が少なかった。座位時間過多の関連要因においても、高 SES 層では関連要因がみら
れなかったのに対し、低 SES 層では社会的信頼感が低い者や非就労者で座位時間過多の者の割
合が高いことがみられ、これらの要因は低 SES 層への影響が大きい可能性が示唆された。 
 これらの要因に対してアプローチすることで、SES の違いによって生じる身体活動や座位行
動の格差を是正する可能性が考えられる。今後の研究によって、身体活動・座位行動の格差を是
正する介入プログラムを開発し、地域全体に普及・実践していくことが求められる。 
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